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Ⅰ. ポートフォリオ概要
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取得価格の合計 評価額合計物件数

19,796百万円 11物件 167~189億円

適用出力制御ルール

対象外(2物件),30日(8物件),360時間(1物件)

合計パネル出力

45.9MW

ポートフォリオ概要
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13.4%

28.3%

11.1%7.1%

2.8%

37.3%

買取電気事業者別分散状況

北海道電力

東北電力

東京電力エナジー

パートナー

中国電力

四国電力

九州電力

2021年12月31日現在

41.7%

18.9%

31.2%

8.1%

残存調達期間状況

15年以上

14年以上

15年未満

13年以上

14年未満

13年未満

2.8%

31.6%
65.5%

調達価格分散状況

32円/kWh

36円/kWh

40円/kWh

（注）各分散状況はパネル出力ベース。



S-5 TI釧路太陽光発電所

S-4 TI矢吹太陽光発電所

S-3 TI鹿沼太陽光発電所

S-1 TI龍ヶ崎太陽光発電所

S-2 TI牛久太陽光発電所

ポートフォリオマップ

S-6 TI根室太陽光発電所

S-9 TI中標津太陽光発電所

S-7 TI新見太陽光発電所

S-11 TI岡山太陽光発電所

S-8 TI愛南太陽光発電所

S-10 TI霧島太陽光発電所

4

10.7%

29.4%

9.9%

6.5%

2.4%

41.1%

地域分散状況（取得価格ベース）

北海道地方

東北地方

関東地方

中国地方

四国地方

九州地方

第1回PO時取得発電所

IPO時取得発電所



保有資産一覧
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※「発電所評価額」は、PwCサステナビリティ合同会社より取得した、2021年12月31日を価格時点とする各バリュエーションレポートに記載された当該発電所の評価額を記載しています。
また、「残存調達期間」は、各太陽光発電設備における2021年12月31日から調達期間満了日までの期間を14日以下は切り捨て、15日以上は切り上げで計算しています。

2021年12月31日現在

発電設備名称 取得価格 パネル出力 調達価格 残存調達期間 適用出力制御

（百万円） （kW） （円/kWh） ルール

1 TI龍ヶ崎太陽光発電所 564 505 ～ 572 1,456 36 12年4か月 30日ルール

2 TI牛久太陽光発電所 884 783 ～ 857 2,284 36 12年10か月 30日ルール

3 TI鹿沼太陽光発電所 509 427 ～ 488 1,370 36 13年2か月 30日ルール

4 TI矢吹太陽光発電所 5,815 5,263 ～ 5,753 12,994 40 13年3か月 30日ルール

5 TI釧路太陽光発電所 752 702 ～ 778 1,965 36 14年11か月 30日ルール

小計 8,524 7,680 ～ 8,448 20,072

14年3か月(2号)
14年6か月(1,3,4,5号)

7 TI新見太陽光発電所 412 333 ～ 383 1,223 36 14年6か月 30日ルール

8 TI愛南太陽光発電所 472 408 ～ 480 1,310 32 14年7か月 360時間ルール

9 TI中標津太陽光発電所 439 354 ～ 407 1,223 36 14年10か月 出力制御対象外

10 TI霧島太陽光発電所 8,145 6,568 ～ 7,582 17,140 40 15年8か月 30日ルール

11 TI岡山太陽光発電所 872 699 ～ 817 2,043 36 16年0か月 30日ルール

小計 11,272 9,113 ～ 10,529 25,924

合計 19,796 16,793 ～ 18,977 45,996

発電所評価額

（百万円）

6 TI根室太陽光発電所 932 751 ～ 860
第

1

回

P

O

時

取

得

I

P

O

時

取

得

2,984 36 出力制御対象外



Ⅱ. 2021年12月期決算概要
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2021年6月期

実績 予想 実績 差異 予想比（%）

営業収益 893 878 838 ▲ 40 ▲ 4.6

営業費用 584 630 644 ＋13 ＋2.1

営業利益 309 247 194 ▲ 53 ▲ 21.5

経常利益 247 163 128 ▲ 34 ▲ 21.3

当期純利益 246 162 147 ▲ 14 ▲ 8.8

１口当たり分配金 3,262円 3,036円 3,036円 0円 0.0

利益分配金 2,222円 1,460円 1,332円 ▲ 128円 ▲ 8.8

利益超過（一時差異）（注1） 0円 0円 0円 0円 －

利益超過（資本払戻）（注2） 1,040円 1,576円 1,704円 ＋128円 ＋8.1

2021年12月期
項目

2021年12月期決算概要

① ケーブル盗難（TI牛久）、ケーブル火災（TI霧島）に伴う機会損失は保険にて全額補填されるも、8月の全般的な
天候不順、個別ではTI矢吹の期中発電パフォーマンス不芳により予想を下回る。

② 予定していた大規模定期点検（TI矢吹・TI霧島）に加えて、TI牛久・TI霧島にかかる復旧費用が追加発生。
③ 営業外収益として、保険金収入15.4百万円計上（主に、②記載のTI牛久復旧工事にかかる保険金）。
④ 特別利益として、保険金収入22.8百万円計上（②記載のTI霧島復旧工事にかかる保険金、及びTI矢吹における

落雷事故復旧工事にかかる保険金）。
⑤ 1口当たり分配金については予想の水準を維持。

（注1）一時差異等調整引当額からの分配金。当期未処分利益を原資とする分配金であり、利益分配金と同様に配当所得（課税対象）となります。以降同じ。
（注2）税法上の出資等減少分配からの分配金。減価償却費相当の留保資金を原資とする分配金です。以降同じ。

①

②

③

7

④

⑤

単位：百万円



2021年

7月

2021年

8月

2021年

9月

2021年

10月

2021年

11月

2021年

12月

2021年12

月期合計

TI龍ヶ崎太陽光発電所 94.0% 92.5% 86.2% 98.6% 130.2% 84.3% 96.3%

TI牛久太陽光発電所 93.8% 92.5% 90.7% 23.3% 127.2% 112.3% 89.0%

TI鹿沼太陽光発電所 92.3% 80.3% 70.3% 79.0% 100.2% 90.1% 84.7%

TI矢吹太陽光発電所 103.2% 81.6% 78.5% 81.4% 100.5% 82.6% 87.7%

TI釧路太陽光発電所 117.8% 110.3% 114.6% 97.9% 99.8% 116.1% 109.3%

TI根室太陽光発電所 108.5% 96.1% 112.5% 92.3% 104.9% 119.3% 105.0%

TI新見太陽光発電所 102.1% 84.8% 95.8% 120.9% 120.8% 108.0% 103.1%

TI愛南太陽光発電所 103.9% 73.1% 95.0% 127.1% 113.5% 110.1% 101.2%

TI中標津太陽光発電所 116.3% 108.1% 103.9% 93.1% 93.4% 128.5% 106.3%

TI霧島太陽光発電所 106.0% 87.5% 104.8% 4.4% 20.0% 92.2% 69.8%

TI岡山太陽光発電所 103.0% 81.6% 79.5% 87.2% 95.7% 94.1% 89.5%

合計 104.3% 86.9% 93.9% 53.8% 73.5% 95.2% 84.8%

合計予想発電量（kWh） 4,856,483 5,138,860 4,352,331 4,323,076 3,433,649 2,808,285 24,912,684

合計実績発電量（kWh） 5,064,001 4,465,106 4,085,649 2,326,453 2,523,601 2,672,716 21,137,526

差異 ＋207,518 ▲ 673,754 ▲ 266,682 ▲ 1,996,623 ▲ 910,048 ▲ 135,569 ▲ 3,775,158

保有資産の発電実績

実績発電量÷予想発電量×100

※100％超をピンク色で網掛けしています。
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ケーブル盗難により発電停止（10/5-10/29）

ケーブル盗難により発電停止（12/23-1/29）

ケーブル出火事故により発電停止（10/1-11/24）



発電予測値（P90）
のポートフォリオ合計

投資法人受取賃料賃借人売電収入

70%

30%

実績連動賃料Ⅰ

賃借人の経費・税額

不足額は
保険金で支払いを担保

(発電予測値（P50）×調達価格)の
ポートフォリオ合計額 - 賃借人実績経費・税額

発電量

安定性と上振れの両立を目指した賃貸スキーム

賃料

最低保証賃料
（ポートフォリオ合計）

• 2021年12月期は、発電量実績値が発電予測値（P50）を下回ったものの、P90を上回り、
最低保証賃料に加えて実績連動賃料Ⅰを収受。

実績連動賃料Ⅱ

発電予測値（P50）
のポートフォリオ合計

(発電予測値（P90）×調達価格)の
ポートフォリオ合計額 - 賃借人計画経費・税額
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期中のポートフォリオ 全体の予想売電収入に対する当該出力制御による逸失売電収入の比率 ＝ 0.51％

過去の出力制御の実施状況

10

■ TI霧島（九州電力管内）における出力制御の実施状況
（単位：回）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 累計

計画前提 1 4 7 6 3 0 21

実　　 績 0 2 6 6 10 0 24

差　　 異 ▲ 1 ▲ 2 ▲ 1 ＋0 ＋7 ＋0 ＋3

差異累計 ▲ 1 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 4 ＋3 ＋3 －

2021年6月期

7月 8月 9月 10月 11月 12月 累計

計画前提 0 0 0 0 0 0 0

実　　 績 0 0 2 0 1 1 4

差　　 異 0 0 ＋2 0 ＋1 ＋1 ＋4

差異累計 0 0 ＋2 ＋2 ＋3 ＋4 －

2021年12月期

（単位：回）

期中のポートフォリオ 全体の予想売電収入に対する当該出力制御による逸失売電収入の比率 ＝ 0.28％



出力制御への対応
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■ 従来：オフライン事業者（30日上限）

■ 現在：オンライン事業者（30日上限）

九州電力公表の2021年度年間出力制御量シミュレーション結果

朝 夜昼

発
電
出
力 出力制御期間

(8時～16時)

8時～16時
強制停止

朝 夜昼

発
電
出
力 出力制御期間

正午前後数時間
取止めも多い

発電
可能

発電
可能

前日に計画するが、
当日の需給状況により、
出力制御取止めも多い

• 九州電力からの前日通知により、
当日（8時～16時）発電所技術者により発電停止

• 2021年度から30日上限まで制御

• 九州電力の送配電センターからのオンライン制御により、
供給過多の日/時間帯のみ発電停止

＜イメージ図＞

30日オフライン：12.1%
30日オンライン： 5.4% ⇒  オンライン化により出力制御半減を期待

• TI霧島について、2021年7月に遠隔制御システム（リモートシステム）の導入が完了し、
「オンライン事業者」としての取り扱いに移行。



ケーブル盗難に対する再発防止策
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警備会社、Ｏ&Ｍ業
者の知見を基に盗難
手口を分析

広い発電設備の敷地
の中から最適な警備箇
所を選定

警備会社の持つセン
サー技術等の高度な
防犯技術を導入

■ 従来

■ 再発防止策

• 警備会社と新たに契約し、盗難防止に特化した新しい警備システムを導入。

コストを抑制しつつ効果的な警備を実現

• 防犯カメラによる監視や、門扉を中心とした外周並びにパワーコンディショナー周りへの
センサー等の設置が中心。

• 太陽光発電設備の全エリアを警備する場合、コスト高になる反面、それでもなお警備
をかいくぐって盗難被害が発生する事例もあり、費用対効果の面で難点。



TI霧島ケーブル火災事故への再発防止策
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■ 再発防止策

■ 事故原因

ケーブル周辺の樹木が雨風によりケーブルと接触しケーブル被膜が損傷。その結果、より線の
一部はみだしにより、短絡が発生。

１．ケーブル張替工事
事故が発生した箇所以外の全ケーブルを点検し、損傷が激しい箇所については張替工事を
実施、損傷が浅い箇所については絶縁カバーを設置。

３．防護管設置工事
樹木が密生している地点については、伐採や枝打ちのみでは対応が困難であることから、
ケーブルに防護カバーを設置。

２．定期的な点検の強化と樹木の伐採
保安員による毎月の巡視点検の結果を踏まえ、こまめに枝打ち、伐採を実施。
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• 2020年8月に実施した第1回PO以降流動性が増加。

'18/9/27
¥92,300

上場

'20/8/31
¥92,100 ‘22/1/31

¥94,200

1st PO

2018年9月27日～2022年1月31日



主要なインデックスとの騰落率比較
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• 東証リート指数と東証インフラファンド指数の間のレンジ内で推移。

（注）各指標とも、2021年1月4日の終値を100とした指数。

2021年1月4日～2022年1月31日

100.9

110.8

95.8

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

2021年1月 2021年3月 2021年5月 2021年7月 2021年9月 2021年11月 2022年1月

本投資法人 東証リート指数 東証インフラファンド指数



保有資産の運用実績（1）

（注）金額は千円未満切捨てで表示しております。
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単位：千円

TI龍ヶ崎

太陽光発電所

TI牛久

太陽光発電所

TI鹿沼

太陽光発電所

TI矢吹

太陽光発電所

TI釧路

太陽光発電所

TI根室

太陽光発電所

再エネ発電設備等の賃貸収入

最低保証賃料 24,098 38,676 21,654 235,266 32,888 42,337

実績連動賃料 2,012 5,078 － － 5,497 4,911

付帯収入 － － － － － －

賃貸収入（小計A） 26,111 43,754 21,654 235,266 38,385 47,248

再エネ発電設備等の賃貸費用

公租公課 1,450 2,177 1,328 14,272 2,514 3,574

修繕費 520 12,226 794 26,237 － 353

保険料 371 622 405 4,511 627 787

減価償却費 10,841 17,512 11,507 122,745 16,044 22,433

支払地代 － 934 1,156 2,279 641 1,725

信託報酬 542 540 540 642 551 542

その他賃貸費用 3 4 3 33 3 7

賃貸費用（小計B） 13,727 34,017 15,736 170,722 20,383 29,423

再エネ発電設備等賃貸事業損益（A-B） 12,383 9,737 5,918 64,543 18,002 17,825

NOI 23,224 27,249 17,426 187,288 34,047 40,259



保有資産の運用実績（2）
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単位：千円

（注）金額は千円未満切捨てで表示しております。

TI新見

太陽光発電所

TI愛南

太陽光発電所

TI中標津

太陽光発電所

TI霧島

太陽光発電所

TI岡山

太陽光発電所
合計

再エネ発電設備等の賃貸収入

最低保証賃料 18,241 19,952 18,106 314,621 35,632 801,476

実績連動賃料 2,111 2,515 2,939 11,725 － 36,792

付帯収入 － 15 － － － 15

賃貸収入（小計A） 20,353 22,484 21,046 326,347 35,632 838,285

再エネ発電設備等の賃貸費用

公租公課 1,360 1,592 1,460 24,528 2,878 57,134

修繕費 1,005 － 188 29,387 560 71,271

保険料 336 324 369 5,084 718 14,158

減価償却費 9,753 9,372 10,609 137,044 19,096 386,961

支払地代 924 － 592 7,138 3,024 18,417

信託報酬 541 577 539 639 538 6,196

その他賃貸費用 4 4 5 125 48 243

賃貸費用（小計B） 13,925 11,871 13,763 203,948 26,863 554,383

再エネ発電設備等賃貸事業損益（A-B） 6,427 10,612 7,282 122,398 8,769 283,900

NOI 16,181 19,985 17,892 259,443 27,865 670,863



氏名又は名称 所有投資口数（口） 保有比率

1 株式会社クールトラスト 6,363 5.72%

2 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,658 4.19%

3 株式会社福岡銀行 2,195 1.97%

4 大阪商工信用金庫 1,550 1.39%

5 大和信用金庫 1,500 1.35%

6 株式会社福邦銀行 1,300 1.17%

7 播州信用金庫 1,300 1.17%

8 個人 1,138 1.02%

9 個人 1,000 0.90%

10 南駿農業協同組合 1,000 0.90%

合計 22,004 19.80%

2021年12月期末投資主の状況
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アドバンテック
100％子会社

（注）保有比率は小数点第3位を切り捨てて表示しています。

所有者別投資口数 21年6月期 21年12月期 増減

■ 個人・その他 81,407口 79,475口 ▲ 1,932口

■ 金融機関（証券会社含む） 15,336口 17,458口 2,122口

■ その他国内法人 12,182口 12,379口 197口

■ 外国法人等 2,186口 1,799口 ▲ 387口

計 111,111口 111,111口 0口

所有者別投資主数 21年6月期 21年12月期 増減

■ 個人・その他 8,901名 9,000名 99名

■ 金融機関（証券会社含む） 34名 32名 ▲ 2名

■ その他国内法人 155名 150名 ▲ 5名

■ 外国法人等 38名 38名 0名

計 9,128名 9,220名 92名



2021年12月期末現在の借入状況
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• 期末有利子負債残高 ：10,736百万円
• 期末ＬＴＶ ：52.2％
• 固定化比率 ：39.7％ ⇒ ‘22年12月30日より金利スワップの効力

が開始。’22年12月末は69.8%の見込。

（前期末 11,121百万円）
（前期末 52.4% ）

三井住友銀行, 

1,960 

新生銀行,

1,960 

三十三銀行,

1,662 

中国銀行,

1,644 

足利銀行,

890 

徳島大正銀行, 

826 

佐賀銀行,

422 

福岡銀行,

422 

千葉銀行,

251 

百十四銀行,

251 

伊予銀行,

242 
高知銀行,

202 

残高（百万円） シェア

三井住友銀行 1,960 18.3%

新生銀行 1,960 18.3%

三十三銀行 1,662 15.5%

中国銀行 1,644 15.3%

足利銀行 890 8.3%

徳島大正銀行 826 7.7%

佐賀銀行 422 3.9%

福岡銀行 422 3.9%

千葉銀行 251 2.3%

百十四銀行 251 2.3%

伊予銀行 242 2.3%

高知銀行 202 1.9%

合計 10,736 100.0%



借入明細
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（注1）単位未満は切り捨てて表示しています。
（注2）金利スワップ契約により実質的に固定化された金利を記載しています。
（注3）2021年12月30日より2022年6月29日までの期間に適用される金利です。2022年12月30日以降は借入元本の50％相当分について、

金利スワップ契約により実質的に0.997％で固定化されます。

2021年12月31日現在

区分 借入先
残高（注1）

(百万円)
利率 固定/変動 借入日 返済期限 返済方法 摘要

長期

三井住友銀行

新生銀行

中国銀行

徳島大正銀行

伊予銀行

高知銀行

足利銀行

4,264
1.313%

（注2）
固定

2018年

10月1日

2028年

9月30日
一部分割返済

無担保

無保証

長期

三井住友銀行

新生銀行

三十三銀行

中国銀行

足利銀行

佐賀銀行

徳島大正銀行

福岡銀行

千葉銀行

百十四銀行

6,471
0.75136%

（注3）
変動

2020年

9月2日

2030年

6月28日
一部分割返済

無担保

無保証

10,736 － － － － － －合計



発行体格付（JCR）
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株式会社日本格付研究所（JCR）

格付 Ａ－

（安定的）

（2021年2月17日）



Ⅲ. 今後の見通し
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業績予想
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• 向こう3期間は特段のイベントを想定しておらず、毎期安定的に1口当たり3,000円程度
の分配金を見込む。

2022年6月期 2022年12月期 2023年6月期

予想 予想 予想

営業収益 百万円 937 889 926

内、最低保証賃料 百万円 847 809 833

内、実績連動賃料Ⅰ・Ⅱ 百万円 89 80 92

営業費用 百万円 627 586 623

営業利益 百万円 309 302 302

営業外費用 百万円 78 76 75

経常利益 百万円 230 226 226

当期純利益 百万円 229 225 225

１口当たり分配金 3,072円 3,010円 3,013円

利益分配金 2,069円 2,029円 2,031円

利益超過（一時差異） 0円 0円 0円

利益超過（資本払戻） 1,003円 981円 982円

項目

単位：百万円



スポンサーパイプライン
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（注）アドバンテック・グループ資料を基に、資産運用会社作成

2021年12月31日現在

合計 108,263kW

No. 所在地 地域 運転開始年月 パネル出力（kW） 調達価格

1 鳥取県米子市 中国 2013年6月 1,764 kW 40円/kWh

2 徳島県美馬市 四国 2014年6月 1,470 kW 36円/kWh

3 福島県南相馬市 東北 2015年3月 1,164 kW 36円/kWh

4 茨城県鉾田市 関東 2015年3月 2,399 kW 40円/kWh

5 福島県相馬市 東北 2015年11月 2,446 kW 36円/kWh

6 福島県相馬市 東北 2015年11月 2,446 kW 36円/kWh

7 福島県相馬市 東北 2016年3月 1,528 kW 36円/kWh

8 福島県相馬市 東北 2016年3月 2,446 kW 36円/kWh

9 愛媛県北宇和郡 四国 2016年3月 2,374 kW 36円/kWh

10 北海道室蘭市 北海道 2016年4月 2,020 kW 36円/kWh

11 北海道川上郡 北海道 2017年3月 1,262 kW 40円/kWh

12 岡山県赤磐市 中国 2017年3月 2,446 kW 36円/kWh

13 岡山県岡山市 中国 2017年11月 2,116 kW 36円/kWh

14 北海道上川郡 北海道 2017年12月 2,371 kW 40円/kWh

15 北海道阿寒郡 北海道 2018年3月 6,026 kW 36円/kWh

16 北海道根室市 北海道 2019年2月 1,694 kW 21円/kWh

17 岩手県宮古市 東北 2019年3月 3,497 kW 36円/kWh

18 福島県南相馬市 東北 2020年5月 31,839 kW 36円/kWh

開発中 19 高知県四万十市 四国 2022年6月予定 36,950 kW 36円/kWh

運営中



ESGへの取り組み（グループ全般）

25（注2）アドバンテック・グループが主体。

（注1）企業、自治体、教育機関、医療機関等の団体が使用電力を100％再生可能エネルギーに転換する意思と行動を示し、再エネ100％利用を促進する枠組。

● 再生可能エネルギー発電の普及 ● 再生可能エネルギー発電設備へ重点投資。

● CO2の排出抑制 ● 第7期・第8期CO2排出抑制　約18,761 t-CO2/kWh

● 再エネ100宣言 RE Action（注1）に参加 ●

● ●

● ●

● ●

● 地域防災 ●

● ●

● ●

● セイムボート出資 ● スポンサーによるセイムボート出資6,363口（5.72％）

● ●

Environment

環境

Social

社会

Governance

ガバナンス

法令遵守

顧客本位の業務運営に関する原則

コンプライアンス・プログラムの履践による社員のコンプライアンス意識の

醸成・向上。

顧客本位の業務運営に関する原則を採択し、お客様本位の業務運

営に関する方針を策定・公表。

地産地消型エネルギーの導入

地域に根差したまちづくり

健全な意思決定フロー

愛媛県西条市における「糸プロジェクト」を通じた、地域創生に関する

実証実験を実施中。（注2）

地域レジリエンスと脱炭素化を同時実現する防災ソリューションの地方

自治体への提案。（注2）

投資法人役員会、取締役会、投資委員会、コンプライアンス委員会

における外部委員・外部役員に関し、全会全員出席により牽制作用

の働く会議体運営を実現。

陸前高田しみんエネルギー㈱、うすきエネルギー㈱への出資を通じた

再生可能エネルギー地産地消への貢献。（注2）

起伏のある土地を造成することなく太陽光パネルを設置し、環境負荷

を軽減。（アドバンテック、TI矢吹）

テーマ 取り組み内容

環境負荷の少ない太陽光発電設備

の開発

㈱アドバンテックは2021年に再エネ100宣言 RE Actionに参加、ア

ドバンテック・グループで使用する電力を全て再エネ100％にすることを

宣言。（注2）



糸プロジェクトについて
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✓ メインスポンサーであるアドバンテック・グループが、創業の地である愛媛県西条市において、
新しいまちづくり構想に基づく実証実験を実施中。

✓ 「災害時には防災拠点として415名の避難者の収容が可能。さらに72時間分の非常用
電源、通信、水、食料を提供し、持続可能な地域社会を指向。

✓ 商業エリアのマルシェ及びレストラン棟はZEB Readyの認証を、建設中のホテルはZEB
の認証を取得（注）。

http://ito-pj.town/

（注）イメージ図

蓄電設備 EV充放電器

太陽光発電設備 ガス発電設備

（注）ZEB（ゼブ）：Net Zero Energy Buildingの略称。エネルギーを自給自足し、化石燃料などから得られるエネルギー消費量がゼロ、
あるいは概ねゼロ、となる建築物のこと。



糸プロジェクト Photo
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いとまちマルシェ

レストラン
Er Bisteccaro ito

温浴施設
※イメージ図



Appendix
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本投資法人の概要
2021年12月31日現在

29

設立

上場日

証券コード 9285

所在地 東京都千代田区麹町二丁目3番地　麹町プレイス8階

役員 役　職 氏　名 主な兼職等

執行役員 永森　利彦 東京ｲﾝﾌﾗｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 代表取締役社長

監督役員 内藤　加代子 弁護士

弁護士法人大江橋法律事務所 カウンセル

立命館大学法科大学院 非常勤講師

双日株式会社 社外取締役

島田　容男 公認会計士

税理士

コンピタント税理士法人 代表社員

決算期

会計監査人 太陽有限責任監査法人

投資主名簿等管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

資産運用会社 東京インフラアセットマネジメント株式会社

2017年10月10日

2018年9月27日

6月及び12月



スポンサー及びサポート会社によるサポート体制
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（注）オペレーター兼O&M業者

クールトラスト（注）

メインスポンサー

豊富なパイプラインにより、
本投資法人に外部成長機会
を提供

再生可能エネルギー
発電事業に対する
豊富な知見

再生可能エネルギー
発電事業に係る
リスク管理支援

再生可能エネルギー
発電設備に係る
技術面での助言

全国の太陽光発電
事業者にシステム建設
やノウハウを提供

再生可能エネルギー分野
でトータルソリューションを
提供

優先的売買交渉権の付与

発電事業の売却情報の提供

ウェアハウジング機能の提供

業務支援

ノウハウの提供

人材の派遣

アドバンテックによるサポート内容

スポンサースポンサースポンサー

株式会社アドバンテック

株式会社クールトラスト

東京インフラホールディングス株式会社

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

NECネッツエスアイ株式会社

JFEテクノス株式会社

三菱HCキャピタルエナジー株式会社

スポンサー（AM株主）

サポート会社（パイプライン）

メインスポンサー



本投資法人の仕組図

本投資法人

信託銀行/信託会社

賃借人ＳＰＣ

スポンサー

資産運用会社

サポート会社

オペレーター兼
Ｏ＆Ｍ業者

オペレーター兼
O&M業者

金融機関

投資主

地権者

接続電気事業者

接続契約
売電契約

太陽光発電設備
運転・保守契約

オペレーター業務委託契約

土地賃貸借契約
信託契約

設備賃貸借契約

パイプラインサポート契約

スポンサーサポート契約

保険会社
日射量保険
契約

出資・配当

ローン契約

資産運用
委託契約

投資主総会

役員会

会計監査人

企業財産包括保険契約
賠償責任保険契約

31



アドバンテックの会社概要

2021年12月31日現在

32

社名 株式会社アドバンテック

設立 1995年5月

代表者 山名正英、首藤信生

資本金 4,150万円

事業内容

・真空配管部品及び真空排気管製造

・半導体向けガス配管及び真空配管製造

・各種機械加工

・半導体製造装置向け部品製造

・半導体製造装置関連部品輸入販売

・半導体向け化成品の製造販売

・テスト用ウェーハ販売

・測定装置販売

東京本社

〒100-0005　東京都千代田区丸の内1-8-3 丸の内トラストタワー本館25F

愛媛本社

〒793-0046　愛媛県西条市港293-1

従業員数 計382名（男274名　女108名）　※グループ会社等含みません

海外拠点 アメリカ合衆国、ドイツ、シンガポール、台湾、タイ、インド、韓国、中国、等

本社所在地



アドバンテックについて

https://www.advantec-japan.co.jp/

⚫ 製造業者としての高い技術志向に基づく太陽光発電業界における独自性
⚫ 太陽光発電に関する開発・工事・運営管理の各事業を展開するワンストップ型ビジネスモデル

アドバンテックの強み

33



アドバンテックに蓄積されたノウハウの活用事例

⚫ 数センチの寸法誤差が、隣接する架台の設置に悪影響を与える傾斜エリアでの工事で、
設計図通りの工事を実現します。

⚫ 起伏のある土地であっても造成することなく太陽電池モジュールを配置し、土地環境への負担の
最小化を実現しています。

TI矢吹太陽光発電所：勾配に沿ったモジュール配置

34



（単位：千円）

前期 当期 前期 当期

2021年6月30日 2021年12月31日 2021年6月30日 2021年12月31日

資産の部 負債の部

流動資産 流動負債

現金及び預金 886,203 725,513 営業未払金 22,185 41,154

信託現金及び信託預金 384,778 276,207 １年内返済予定の長期借入金 793,288 798,780

営業未収入金 676,977 628,221 未払金 33,159 26,796

前払費用 50,962 67,185 未払費用 43,131 41,959

その他 2,846 4,789 未払分配金 2,492 3,215

流動資産合計 2,001,768 1,701,917 未払法人税等 885 851

未払消費税等 76,657 3,652

固定資産 その他 9 46

有形固定資産 流動負債合計 971,809 916,457

信託構築物 13,794 13,794 固定負債

減価償却累計額 △42 △299 長期借入金 10,328,184 9,938,128

信託構築物（純額） 13,751 13,495 デリバティブ債務 237,999 168,892

信託機械及び装置 16,684,006 16,796,746 固定負債合計 10,566,184 10,107,020

減価償却累計額 △1,325,714 △1,712,298 負債合計 11,537,993 11,023,477

信託機械及び装置（純額） 15,358,292 15,084,447 純資産の部

信託工具、器具及び備品 1,676 1,676 投資主資本

減価償却累計額 △324 △445 出資総額 10,053,701 10,053,701

信託工具、器具及び備品（純額） 1,351 1,231 出資総額控除額

信託土地 2,684,558 2,684,558 一時差異等調整引当額  △238,647  △237,990

信託建設仮勘定 69,907 - その他の出資総額控除額 △359,458 △475,013

有形固定資産合計 18,127,861 17,783,732 出資総額控除額合計 △598,105 △713,003

無形固定資産 出資総額（純額） 9,455,596 9,340,698

信託借地権 847,682 847,682 剰余金

ソフトウエア 1,629 1,261 当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 485,611 386,004

無形固定資産合計 849,311 848,943 剰余金合計 485,611 386,004

投資その他の資産 投資主資本合計 9,941,208 9,726,702

差入保証金 11,024 11,024 評価・換算差額等

長期前払費用 208,492 206,117 繰延ヘッジ損益 △237,999 △168,892

繰延税金資産 13 11 評価・換算差額等合計 △237,999 △168,892

投資その他の資産合計 219,530 217,154 純資産合計 9,703,208 9,557,810

固定資産合計 19,196,703 18,849,829 負債純資産合計 21,241,201 20,581,288

繰延資産

創立費 6,119 3,824

開業費 12,292 9,560

投資口交付費 24,318 16,155

繰延資産合計 42,729 29,541

資産合計 21,241,201 20,581,288

貸借対照表

35



（単位：千円）

前期 当期

自　2021年１月１日 自　2021年７月１日

至　2021年６月30日 至　2021年12月31日

営業収益

再生可能エネルギー発電設備等の賃貸収入 893,114 838,285

営業収益合計 893,114 838,285

営業費用

再生可能エネルギー発電設備等の賃貸費用 498,111 554,383

資産運用報酬 36,602 35,303

資産保管手数料 1,189 1,135

一般事務委託手数料 14,674 15,026

役員報酬 1,200 1,300

その他営業費用 32,300 36,892

営業費用合計 584,078 644,041

営業利益 309,035 194,243

営業外収益

受取利息 0 1

受取保険金 28,790 15,457

還付加算金 431 -

雑収入 500 -

営業外収益合計 29,723 15,459

営業外費用

支払利息 56,706 54,604

融資関連費用 13,663 12,716

創立費償却 2,294 2,294

開業費償却 2,731 2,731

投資口交付費償却 14,656 8,162

その他 922 817

営業外費用合計 90,975 81,327

経常利益 247,784 128,375

特別利益

受取保険金 - 22,827

特別利益合計 - 22,827

特別損失

固定資産圧縮損 - 2,410

特別損失合計 - 2,410

税引前当期純利益 247,784 148,792

法人税、住民税及び事業税 885 852

法人税等調整額 0 1

法人税等合計 886 853

当期純利益 246,897 147,938

前期繰越利益 238,713 238,066

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 485,611 386,004

損益計算書
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保有資産概要 1

（単位：kWh）
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S-10 TI霧島太陽光発電所

所在地 鹿児島県霧島市

調達価格 40円/kWh

パネル出力 17,140kW

パネルメーカー Trina Solar

パワコン供給者 富士電機株式会社

EPC業者 株式会社九電工

運転開始日 2016年8月9日

買取電気事業者 九州電力株式会社

（注）白枠内の太陽光発電設備は所有しておりません。
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保有資産概要 2

（単位：kWh）
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所在地 福島県西白河郡

調達価格 40円/kWh

パネル出力 12,994kW

パネルメーカー REC Peak Energy

パワコン供給者 TMEIC

EPC業者 株式会社竹中工務店

運転開始日 2015年3月25日

買取電気事業者 東北電力株式会社

S-4 TI矢吹太陽光発電所

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

21年

1月

2月 3月 4月 5月 6月 21年

7月

8月 9月 10月 11月 12月

予想発電量 実績発電量



0

100,000

200,000

300,000

400,000

21年

1月

2月 3月 4月 5月 6月 21年

7月

8月 9月 10月 11月 12月

予想発電量 実績発電量

保有資産概要 3

（単位：kWh）
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所在地 岡山県岡山市

調達価格 36円/kWh

パネル出力 2,043kW

パネルメーカー Jinko Solar

パワコン供給者 Huawei

EPC業者 株式会社アドバンテック

運転開始日 2018年1月12日

買取電気事業者 中国電力株式会社

S-11 TI岡山太陽光発電所



保有資産概要 4

S-1 TI龍ヶ崎太陽光発電所 （単位：kWh）
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所在地 茨城県龍ヶ崎市

調達価格 36円/kWh

パネル出力 1,456kW

パネルメーカー REC Peak Energy

パワコン供給者 日新電機株式会社

EPC業者 株式会社アドバンテック

運転開始日 2014年4月28日

買取電気事業者
東京電力エナジー

パートナー株式会社

（単位：kWh）S-2 TI牛久太陽光発電所

所在地 茨城県牛久市

調達価格 36円/kWh

パネル出力 2,284kW

パネルメーカー REC Peak Energy

パワコン供給者 日新電機株式会社

EPC業者 株式会社アドバンテック

運転開始日 2014年10月30日

買取電気事業者
東京電力エナジー

パートナー株式会社

（注）白枠内の太陽光発電設備は所有しておりません。
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保有資産概要 5

S-3 TI鹿沼太陽光発電所
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所在地 栃木県鹿沼市

調達価格 36円/kWh

パネル出力 1,370kW

パネルメーカー REC Peak Energy

パワコン供給者 安川電機株式会社

EPC業者 株式会社アドバンテック

運転開始日 2015年2月26日

買取電気事業者
東京電力エナジー

パートナー株式会社

S-5 TI釧路太陽光発電所

所在地 北海道釧路郡

調達価格 36円/kWh

パネル出力 1,965kW

パネルメーカー Jinko Solar

パワコン供給者 日新電機株式会社

EPC業者 株式会社クールトレード

運転開始日 2016年12月2日

買取電気事業者 北海道電力株式会社

（単位：kWh）

（単位：kWh）
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保有資産概要 6

S-6 TI根室太陽光発電所

所在地 北海道根室市

調達価格 36円/kWh

パネル出力 2,984kW

パネルメーカー Jinko Solar

パワコン供給者
日新電機株式会社(2号)

株式会社安川電機(1,3,4,5号)

EPC業者 株式会社アドバンテック

運転開始日
2016年3月31日(2号)

2016年7月4日(1,3,4,5号)

買取電気事業者 北海道電力株式会社

S-7 TI新見太陽光発電所

所在地 岡山県新見市

調達価格 36円/kWh

パネル出力 1,223kW

パネルメーカー Jinko Solar

パワコン供給者 日新電機株式会社

EPC業者 株式会社アドバンテック

運転開始日 2016年6月22日

買取電気事業者 中国電力株式会社

（単位：kWh）

（単位：kWh）
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保有資産概要 7

S-8 TI愛南太陽光発電所

所在地 愛媛県南宇和郡

調達価格 32円/kWh

パネル出力 1,310kW

パネルメーカー Jinko Solar

パワコン供給者 日新電機株式会社

EPC業者 株式会社アドバンテック

運転開始日 2016年8月9日

買取電気事業者 四国電力株式会社

S-9 TI中標津太陽光発電所

所在地 北海道標津郡

調達価格 36円/kWh

パネル出力 1,223kW

パネルメーカー Jinko Solar

パワコン供給者 日新電機株式会社

EPC業者 株式会社アドバンテック

運転開始日 2016年11月2日

買取電気事業者 北海道電力株式会社

（単位：kWh）

（単位：kWh）
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⚫ 本資料は、情報提供を目的としたものであり、特定の商品の募集・勧誘・営業等を目的としたもので
はありません。本投資法人の投資証券のご購入に当たっては、各証券会社にお問い合わせください。

⚫ 本資料の内容については、将来の予測に関する記述が含まれていますが、こうした記述は、将来の
本投資法人の業績、経営成績、財政状態等を保証するものではありません。また、本資料の実際
の業績は、さまざまな要素により、本説明会資料における見通しとは大きく異なる可能性があります。

⚫ 本資料は弊社が信頼するに足りると思われる各種情報に基づいて作成しておりますが、弊社はその
正確性および完全性を保証するものではありません。

⚫ 予告なしに内容が変更または廃止される場合がありますので、予めご了承下さい。

⚫ なお、弊社の事前の承諾なしに、本資料に掲載されている内容の複製、転用等を行うことを禁止い
たします。

金融商品取引業者（関東財務局長（金商）第2996号）
宅地建物取引業（東京都知事(2)第98310号）
取引一任代理等認可（国土交通省 第111号）
一般社団法人投資信託協会会員
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